
平成26年度事務事業評価表（平成25年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
事業費

（実績額）
人件費

（理論値）
トータル
コスト

実績値 実績値 実績値 ① ② ①＋② 事業費
（実績額）

事業費
（実績額）

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

□ □ ■ 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

1 5 1 必要性 3 有効性 3 達成度 3 効率性 3 必要性 3 有効性 3 達成度 3 効率性 3

生活文化課長
菅原　信

（諮問事項） （ 回 ） （答申事項）

平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

財源 □ □ ■ 1 6 1

上乗 □ （諮問事項） （ 回 ） （答申事項）

■ □ 全部委託 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 2 5 2

□ （諮問事項） （ 回 ） （答申事項）

□ □ ■ 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

116,417 4,000 48.5 必要性 3 有効性 3 達成度 2 効率性 3 必要性 3 有効性 3 達成度 2 効率性 3

生活文化課長
菅原　信

（ 人 ） （ 部 ） （ ％ ）

平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

財源 □ □ ■ 115,840 4,000 40.5

上乗 □ （ 人 ） （ 部 ） （ ％ ）

■ □ 全部委託 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 116,067 4,000 42.6

□ （ 人 ） （ 部 ） （ ％ ）

■ □ □ 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

1 310 46.9 必要性 3 有効性 3 達成度 3 効率性 3 必要性 3 有効性 3 達成度 3 効率性 3

生活文化課長
菅原　信

（ ヶ 所 ） （ 日 ） （ ％ ）

平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

財源 □ □ ■ 1 308 41.3

上乗 □ （ ヶ 所 ） （ 日 ） （ ％ ）

□ □ 全部委託 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

■ 一部委託 □ 補助・助成金 1 292 44.3

□ （ ヶ 所 ） （ 日 ） （ ％ ）

■ □ □ 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

116,417 1,078 48.5 必要性 3 有効性 3 達成度 3 効率性 3 必要性 3 有効性 3 達成度 3 効率性 3

生活文化課長
菅原　信

（ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

財源 □ □ ■ 115,840 806 40.5

上乗 □ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

■ □ 全部委託 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 116,067 1,058 42.6

□ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

計画を推進していくために 施策番号・名 02 互いに尊重しあえる意識の醸成 基本事業番号・名 02-02 男女平等参画の推進

事務事業
番号

事務事業の概要
(根拠法令等、財源、上乗、形態)

事務事業の目的
事務事業の対象、手段（事業内容）、意図

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標
（意図したことの結果の

数値指標化）

指標事務事業名 指標 指標

全庁評価会議
（27年度に向けた

方向性等）

一般財源分

事務事業の方向性、項目別評価
及びその理由等

特定財源に伴う一般財源 一般財源

事業費の概要説明
事務事業の方向性、項目別評価

及びその理由等

事務事業全体

26年度以
降方向性

説明欄：27年度以
降方向性

現状維持

3,086

3,345

男女平等推進セン
ター運営事業

4,784 1,698

1,744

説明欄：東久留米市第2次男女平等推進プラ
ンに基づき、男女共同参画の意識啓発や知識
習得だけでなく、地域や地域の人々が抱える
幅広い分野の課題を取り上げ、男女共同参画
の視点を生かしつつ、多様な主体が連携・協
働しながら課題を解決する実践的活動の取り
組みを推進していく。あわせて、男女共同参
画推進の拠点施設としてセンターの周知を図
る。

5,089

説明欄：

【詳細外部評価あり】

(国）男女共同参画基本法
(市）東久留米市男女平等推進センター条例

1,800 2,796 4,596 1,800

26年度以
降方向性

現状維持現状維持

説明欄：東久留米市第2次男女平等推進プラ
ンに基づき、男女共同参画の意識啓発や知識
習得だけでなく、地域や地域の人々が抱える
幅広い分野の課題を取り上げ、男女共同参画
の視点を生かしつつ、多様な主体が連携・協
働しながら課題を解決する実践的活動の取り
組みを推進していく。あわせて、男女共同参
画推進の拠点施設としてセンターの周知を図
る。

努力義務的

対象
性別の違いにかかわらず個性や能力を
発揮しようとする市民

住民基本台帳
人口（外国人
登録を含む・1
月1日現在）

主催講座等参加
者数

性別の違いが
個性や能力を
発揮するうえ
で制約となっ
ていると考え
る市民の割合
(そう思う＋ど
ちらかといえ
ばそう思う）

27年度以
降方向性

手段
・

内容

現状維持

男女共同参画推進の拠点施設として、
情報及び学習機会の提供、団体及び個
人の相互交流の場の提供、相談事業及
び施設の提供を行った。

1,698

直営（委託無）

意図
性別の違いに関わらず等しく個性や能
力を発揮できるようになる。

1,744

その他（　　　　　　　　　　　　　）

全額補助 一部補助有 市全額02-02-04

生活文化課
男女共同参画係

根拠
法令
等

自主的 義務的

男女平等推進セン
ター管理事業

市独自上乗せ（上乗・横出）

事業
形態

事業
形態

(国）男女共同参画基本法
(市）東久留米市男女平等推進センター条例

12,912

その他（　　　　　　　　　　　　　）

意図

施設数

対象

16,651 13,855

手段
・

内容

13,701

年末年始と休館日(毎週火曜日）を除
く午前9時～午後9時30分開館し市民の
利用に供した。一部補助有

一部補助有

2,796

説明欄：

13,855

16,787

性別の違いが
個性や能力を
発揮するうえ
で制約となっ
ていると考え
る市民の割合
(そう思う＋ど
ちらかといえ
ばそう思う）

会議室稼働率

現状維持

説明欄：今後も男女共同参画に関するすべて
の機能を併せ持っている男女共同参画推進の
拠点施設としてセンターを維持管理するとと
もに、第2次男女平等推進プランに基づき、
男女共同参画を身近なものとし、地域におけ
る実践的な活動の連携・協働・ネットワーク
の場として、センターの周知も含め、効率的
な運営を図る。なお、会議室の貸出も受益者
負担で行っており、会議室利用についても周
知に努める。

説明欄：今後も男女共同参画に関するすべて
の機能を併せ持っている男女共同参画推進の
拠点施設としてセンターを維持管理するとと
もに、第2次男女平等推進プランに基づき、
男女共同参画を身近なものとし、地域におけ
る実践的な活動の連携・協働・ネットワーク
の場として、センターの周知も含め、効率的
な運営を図る。なお、会議室の貸出も受益者
負担で行っており、会議室利用についても周
知に努める。

13,701

13,804

現状維持
27年度以
降方向性

現状維持

3,086

3,345 17,149

02-02-03

生活文化課
男女共同参画係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

市全額

市独自上乗せ（上乗・横出）

直営（委託無）

全額補助

6273,135

住民基本台帳
人口（外国人
登録を含む・1
月1日現在）

意図

2,608611

2,508

説明欄：

男女平等推進センター

26年度以
降方向性

26年度以
降方向性

27年度以
降方向性

現状維持

開館日数

説明欄：行財政改革ア
クションプラン３
（４）男女平等推進セ
ンター運営の見直し

【詳細外部評価あり】

現状維持

情報誌発行部数市全額

その他（　　　　　　　　　　　　　）

全額補助

対象
固定的な性別役割分担意識により個性
や能力を発揮することに制約を受けて
いる市民

2,976

公募市民6名による会議を年間12回開
催し企画内容を検討、東久留米の男女
共同参画情報誌「ときめき」第51号
（特集1：自分の暮らしをデザインす
る 特集2：職業から見た人生をデザ
インした人々）及び第52号（特集：自
分らしく働くための「はじめの一
歩」）を各号4,000部発行した。

2,314

1,997

662

説明欄：東久留米市第2次男女平等推進プラ
ンの掲げる目標を達成するために、年2回の
発行に合わせて掲載内容を精査し、適切な情
報提供を行う。また、市の男女共同参画情報
誌として他に重複する啓発冊子等もないた
め、今後も身近な啓発資料として、配布方法
等も調査・検討しながら有効活用していく。

現状維持
27年度以
降方向性

現状維持
27年度以
降方向性

26年度以
降方向性

611

説明欄：

662

02-02-02

生活文化課
男女共同参画係

根拠
法令
等

自主的 義務的

直営（委託無）

男女共同参画啓発事
業

（市）東久留米市第２次男女平等推進プラ
ン
（市）東久留米市第２次配偶者暴力対策基
本計画

事業
形態

努力義務的

説明欄：

02-02-01

根拠
法令
等

生活文化課
男女共同参画係

男女平等推進市民会
議運営事業

一部補助有

東久留米市第2次男女平等推進プラン
についての新たな評価方法を用いて、
平成24年度事業の進捗状況評価作業を
行い、答申を市長に提出した。

494

東久留米市男
女平等推進プ
ランの推進に
係る事項、男
女共同参画社
会の実現のた
めに解決が必
要な課題に関
する事項

市独自上乗せ（上乗・横出）

市独自上乗せ（上乗・横出）

627

意図

全額補助

4,394

26年度以
降方向性

市全額

その他（　　　　　　　　　　　　　）

4,599 5,233

現状維持
26年度以
降方向性

説明欄：男女共同参画社会の実現に向けて市
民会議を設置し、平成25年度事業の進捗状況
評価作業を行う。また、市民会議の設置は、
市の男女共同参画施策全般に対して市民が参
画して課題の検討や解決策等について検討す
る場でもある。

現状維持

4,888 494

現状維持
27年度以
降方向性

事業
形態

直営（委託無）

説明欄：男女共同参画社会の実現に向けて市
民会議を設置し、平成25年度事業の進捗状況
評価作業を行う。また、市民会議の設置は、
市の男女共同参画施策全般に対して市民が参
画して課題の検討や解決策等について検討す
る場でもある。

現状維持

4,803

努力義務的 男女平等推進プランが目指す男女共同
参画社会の実現に向けて解決が必要な
課題

634

会議開催数

自主的

市民が施設を有効利用できるように、
男女共同参画の総合的な拠点施設とし
ての機能を備えた上で効果的・効率的
な運営環境を整える。

固定的な役割分担意識にとらわれない
ように意識改革が図られる。

560 4,243

課題を明らかにし、解決のための取り
組みを進める。

義務的

手段
・

内容

(市)東久留米市男女平等推進市民会議条例
対象

手段
・

内容

634

560

26年度以
降方向性

説明欄：東久留米市第2次男女平等推進プラ
ンの掲げる目標を達成するために、年2回の
発行に合わせて掲載内容を精査し、適切な情
報提供を行う。また、市の男女共同参画情報
誌として他に重複する啓発冊子等もないた
め、今後も身近な啓発資料として、配布方法
等も調査・検討しながら有効活用していく。

答申数

27年度以
降方向性

説明欄：

現状維持

東久留米市



平成26年度事務事業評価表（平成25年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
事業費

（実績額）
人件費

（理論値）
トータル
コスト

実績値 実績値 実績値 ① ② ①＋② 事業費
（実績額）

事業費
（実績額）

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

計画を推進していくために 施策番号・名 02 互いに尊重しあえる意識の醸成 基本事業番号・名 02-02 男女平等参画の推進

事務事業
番号

事務事業の概要
(根拠法令等、財源、上乗、形態)

事務事業の目的
事務事業の対象、手段（事業内容）、意図

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標
（意図したことの結果の

数値指標化）

指標事務事業名 指標 指標

全庁評価会議
（27年度に向けた

方向性等）

一般財源分

事務事業の方向性、項目別評価
及びその理由等

特定財源に伴う一般財源 一般財源

事業費の概要説明
事務事業の方向性、項目別評価

及びその理由等

事務事業全体

□ □ ■ 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

116,417 22 必要性 4 有効性 3 達成度 3 効率性 3 必要性 4 有効性 3 達成度 3 効率性 3

生活文化課長
菅原　信

（ 人 ） （ 組 ） （ 組 ）

平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

財源 □ □ ■ 115,840 21

上乗 □ （ 人 ） （ 組 ） （ 組 ）

■ □ 全部委託 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

□ 一部委託 ■ 補助・助成金 116,067 26

□ （ 人 ） （ 組 ） （ 組 ）

■ □ □ 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

2,000 708 10.5 必要性 3 有効性 3 達成度 3 効率性 3 必要性 4 有効性 3 達成度 3 効率性 3

生活文化課長
菅原　信

（ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

財源 □ □ ■

上乗 □ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

■ □ 全部委託 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

□ 一部委託 ■ 補助・助成金

□ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

02-02-06

生活文化課
男女共同参画係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

男女平等・共同参画
に関するアンケート
実施事業

全額補助 一部補助有 市全額

対象
東久留米市に居住する満20歳以上の市
民

アンケート実
施者数

アンケート回答
者数

設問中、社会
全体での男女
平等感（「男
女平等であ
る」と回答し
た割合）

26年度以
降方向性

東久留米市第2次男女平等推進プラン
の進捗状況を図るため、プランの中間
年度にあたる25年度に市民向けアン
ケートを実施し達成度を図った。

説明欄：

（国）配偶者からの暴力の防止及び被害者
の保護に関する法律
（市）東久留米市緊急一時保護施設運営費
補助金交付要綱
（市）東久留米市第２次配偶者暴力対策基
本計画

638 1,597 2,235 638

手段
・

内容

27年度以
降方向性

27年度以
降方向性

廃止(完了･
統合含む)

説明欄： 26年度以
降方向性

廃止(完了･
統合含む)

説明欄：平成23年度から28年度までの第2次
東久留米市男女平等推進プランの進捗状況を
図るために市民2000人を対象としたアンケー
トを実施した。これにより、現在の男女共同
参画推進の達成度を測るとともに、現状の不
足する部分等を分析することで28年度までの
プラン期間内の実効的な事業展開の指針と捉
えている。

説明欄：平成23年度から28年度までの第2次
東久留米市男女平等推進プランの進捗状況を
図るために市民2000人を対象としたアンケー
トを実施した。これにより、現在の男女共同
参画推進の達成度を測るとともに、現状の不
足する部分等を分析することで28年度までの
プラン期間内の実効的な事業展開の指針と捉
えている。

その他（　　　　　　　　　　　　　）

市独自上乗せ（上乗・横出）

事業
形態

直営（委託無）

意図
東久留米市第2次男女平等推進プラン
の推進
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現状維持

男女共同参画社会の実現を妨げる配偶
者暴力被害者の保護と自立を支援す
る。

配偶者暴力の被害者

住民基本台帳
人口（外国人
登録を含む・1
月1日現在）

未公表

現状維持

説明欄：配偶者暴力被害者の保護と自立を支
援する取り組みは重要な課題であり、今後も
継続して支援していく。

説明欄：配偶者暴力被害者の保護と自立を支
援する取り組みは重要な課題であり、今後も
継続して支援していく。
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シェルター利用
者数 200

200

事業
形態

市独自上乗せ（上乗・横出）

（国）配偶者からの暴力の防止及び被害者
の保護に関する法律
（市）東久留米市緊急一時保護施設運営費
補助金交付要綱
（市）東久留米市第２次配偶者暴力対策基
本計画

手段
・

内容

対象

意図

全額補助 一部補助有 市全額

配偶者暴力被害者支援事業として民間
シェルターを対象に「緊急一時保護施
設運営費補助金交付」を行った。02-02-05

生活文化課
男女共同参画係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

配偶者暴力被害に対
する支援事業

直営（委託無）

その他（　　　　　　　　　　　　　）

東久留米市


